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［意見］ 

１ 該当箇所 

12～13ペー ジ （２）生息域外保全と野生復帰の考え方 

２ 意見内容 

国際希少野生動植物種の違法輸入生体については、輸出国またはその種の繁殖を目

指す国内外の動物保護施設や動物園・水族館等の施設へ譲渡することも、絶滅危惧種の

生息域外保全と位置付けるべきである。 

３ 理由 

国際希少野生動植物種は、ワシントン条約の附属書Ⅰに指定されている種であるため、

絶滅のおそれのある種であり、かつ取引による影響を受けている、または受けることのある

種であり、生息域外保全の対象として考えるべきである。 

また、条約本文に違法輸入生体について輸出国への返送または条約の目的に沿うと認

める他の場所へ送ることが定められているため、当該戦略においても位置付けることが必

要と考えられる。 
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１ 該当箇所 

14ページ （２）各種制度の効果的な活用 

２ 意見内容 

違法輸入個体を減少させるために、ワシントン条約の附属書Ⅱおよび附属書Ⅲの指定種

についても、種の保存法の国際希少野生動植物種としての指定を推進するべきである。 

３ 理由 

ワシントン条約の附属書掲載種については、インターネット取引や犯罪組織の関与など

により、密猟が激化していることが指摘されている。少なくともワシントン条約の附属書Ⅱ

の掲載種については、原則として輸出国政府の発行する 輸出許可書が必要であるにも

関わらず、インターネット上では輸出許可書等の表示のない個体の広告が多くみられるた

め、種の保存法での規制が必要であると考えられる。 

・密猟の激化について：http://wildlife.cocolog-nifty.com/blog/2014/02/post-d68a.html 

・輸出許可書等の表示のない個体のネット販売について：

http://www.trafficj.org/publication/TJ-internetauction_survey_report-2013.pdf 

  

１ 該当箇所 

1７～１９ページ （１）種の保存法による絶滅危惧種の保全 

２ 意見内容 

国際希少野生動植物種についての記載がまったくないため、国際希少野生動植物種の

保全について記載するべきである。 

３ 理由 

ワシントン条約の締約国として、附属書Ⅰに指定されている絶滅危惧種の保全に貢献

する責務があるため。 
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１ 該当箇所 

２０ページ １行目～１３行目、海洋生物について 

２ 意見内容 

海洋生物の保全のためには他国との協力も必要なため、ボン条約を採択して国際的な

枠組みの中で、アカウミガメなどの絶滅危惧種の保全を進めていく必要がある。 

３ 理由 

海洋生物の中にはウミガメ類などのように長距離を移動しながら生活している種も多く、

日本 国内だけでの保全策の実施では、絶滅の危機を回避できない可能性が高いため。 

  

１ 該当箇所 

２１ページ （４）保全手法及び保全技術の開発と普及 １６行目～２５行目、生息域外保

全 について 

２ 意見内容 

国際希少野生動植物種の違法輸入生体が没収された場合で、輸出国等の受け入れが

困難な場合には、国内の動物園・水族館等施設にて適切に飼育し、遺伝子の保全に貢献

するべきである。 

３ 理由 

絶滅危惧種の輸出国または原産地が発展途上国である場合には、当該国内に適切な

保護施設等がない場合も考えられる。特に絶滅の危機の高い種については、１個体の生

死でも影響が大きい場合もあり、ワシントン条約の締約国の責務として、国際希少野生動

植物種の保全に責任を持つ必要があるため。 

  

 

 

 



１ 該当箇所 

２３ページ （２）社会的な理解の促進 

２ 意見内容 

ペットや野生生物由来の物を購入したり、原材料として利用したりする消費活動が、国

際的に絶滅の危機にさらされている生物に影響を与えていることについても、具体的な取

り組みとして普及すべきである。 

３ 理由 

前述のようにインターネット取引や犯罪組織の関与などにより、密猟が激化していること

が指摘されており、中国をはじめとするアジア諸国、密猟された野生生物の加工品または

生体の一大消費地と目されている。絶滅危惧種の保全のためには、その社会的な理解の

促進が必要である。 

  

１．該当箇所 

２３ページ （２）社会的な理解の促進 ２２行 

２ 意見内容 

「地域の NGO等」を「NGO・NPO等」に変えるべき 

３ 理由 

前述のように国際希少種保全の普及啓発を進めるため、「地域」に限定すべきではな

い。 

 


